








　原子力発電導入の動きは、中東や東南アジアでも広がっ

ています。

　中東では、アラブ首長国連邦（UAE）が、2009年10月に

原子力規制機関の設立やウラン濃縮活動の放棄などを盛

り込んだ原子力法を制定し、2020年までに100万kW級の

原子力発電所4基の建設を計画しています。2009年12月に

海外事業者からの応札を行い、KEPCOコンソーシアム（韓

国）が事業者として選定されました。2017年に最初の1基の

竣工を目指し、建設が行われる予定です。

　トルコは、2008年3月に原子力発電所の建設・運営に向

けた入札を開始し、原子力発電導入に向けて動き出して

います。また、サウジアラビアは、2008年5月にアメリカと

民生用原子力協力の覚書に署名しました。

　東南アジアでは、ベトナムが、2009年11月に原子力計

画の国会承認をし、100万kWの原子力発電所を4基建設

することが決まりました。

　インドネシアは2007年に制定された「長期国家開発計

画法」において、2015～2019年に初めての原子力発電所

の運転開始を予定しています。タイは、2007年に制定した

「電力開発計画」において、2020年および2021年に合計

200万kWの原子力発電所を計画しています。
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日本は政権交代後も引き続き原子力を推進

　2009年9月に民主党政権がスタートしましたが、引き続

き「原子力利用は安全第一としつつ、エネルギーの安定供

給の観点も踏まえ、国民の理解と信頼を得ながら着実に

取り組む」との方針で、原子力の利用を進めています。

　温室効果ガスの削減目標を1990年比で25％削減を掲

げている中で、大幅な削減目標に向けてCO2を排出しな

い原子力発電の役割が重要性を増しています。

　国内の商用原子炉は同12月の北海道電力泊発電所3号

機（PWR、91.2万kW）が営業運転したことで54基、合計出

力4,884.7万kWになりました。国内では建設中の原子力発

電所が2基、計画中が12基あります。温暖化対策が急務の

中で、原子力発電所の着実な建設が期待されています。

世界の原子力発電所の発注数推移 電源種別々年度末設備構成比

中東、東南アジアなどでも広がる原子力発電

特集　海外では原子力発電の推進が加速しています
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出典：日本原子力産業協会「世界の原子力開発の動向2010」

設備容量
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海外原子力受注へ向けて官民新会社設立へ
海外での原子力発電所建設ラッシュにより、世界各地で受注競争がはじまっています。これを受け、日本でも、今秋までに官民一体となった新会
社を設立することが、国・電気事業者・メーカー間で合意されています。当面は、ベトナムのプロジェクトを受注することが活動の対象となります。

お役立ちコラム

営業運転を開始した北海道電力(株)泊発電所3号機
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（注1） 　内は構成比（％）、（　）内は設備量（万kW）を示す。
（注2） 四捨五入により合計が一致しない場合がある。
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出典：中央電力協議会「平成22年度電力供給計画の概要」



　札幌市郊外のベッドタウン。札幌市立百合が原小学校は、

8年前に児童数の増加で近くの学校から分離し、現在でも700人

以上の児童が通っています。本校のエネルギー環境教育では

理解の発展段階に沿って、系統だったカリキュラムをたてて実

施しています。自分たちで調べて、考え、自分たちの言葉で意見

を話せる子どもたちが育っています。特に人へ伝えることの大

切さ、言葉の表現を学ぶことで理科や社会にとどまらず、国語

力が身についているケー

スです。山本校長は「子

どもたちには自分で考え

る力、まとめる力を身に

つけてほしい。エネル

ギー環境教育を通して、

日々の積み重ねで確実

に力がついている」と話しています。

　エネルギー環境教育の取り組みで、特筆すべきことは小学校

3年生から6年生まで、4学年でディベート授業を実施しているこ

とです。最終的に、ディベートをするという前提で段階を追って、

児童たち自身で実験や調べものをさせています。例えば地球温

暖化のテーマではツバル国に国際電話をかけて、現地駐在の日

本人に話を聞いてみるという試みも実施しました。また、地元北

海道電力の人たちに「出前授業」を実施してもらい、エネルギー

の専門家からの説明を聞く機会も持っています。

　6年生では「原子力での発電を増やしていくべき」という議題

でディベートし、ベストミックスについて考えました。その学習の

過程では、まず手回し発電機を使って自分で電気を作ってみま

した。その上で、水力発電実験器や火力発電モデル実験器、太

陽電池等を利用し、発電の種類を学びました。そのほか自然放

射線についてもサーベイ

メーターで測定しました。

それぞれの発電方法につ

いてメリットやデメリットに

ついて整理し、発表しあい

ました。こういう前段階の

体験学習を十分にした上で、ディベートを実施しました。

　生徒たちは、実験器具を使って体験しているだけに関心を高

め、自分の意見を持つようになっています。文字を読むだけで

は得られない実験を通して、自分としての考えを持つようにな

り、さらにはそれを相手に伝わるように表現する術を身につけ

ています。

　百合が原小学校は2007年から2009年の期間、エネルギー教

育実践校（注1）であり、北海道内では、同校に認定された場合、

「『私たちのくらしとエネルギー』作文コンクール」（注2）に応募

することが義務付けられます。6年生全員、一人も欠けることな

く提出できたのもエネルギー環境教育、ディベート授業を通し

て培った成果だと、6年生担当だった小野明裕先生は評価して

います。

　また、ディベート授業では積極的に発言することが苦手な児

童を、司会や最終的な判定係に指名しました。参加意識を持た

せて、さらに人前で発言する機会を生徒たちに持たせる工夫を

行っています。

　山本校長は、こうしたディベート授業ができるのは、「まずは

児童たちの信頼感、コミュニケーションがきちんとしているか

ら」と指摘されます。「ディベートを単純に勝ち負けにこだわる

ものにして、感情的な言葉のやり取りになっては意味がありま

せん。相手の意見を尊重し、自分の考えをしっかり伝えるコミュ

ニケーションがあってこそ、ディベートは成り立ちます」と言わ

れます。

　「将来生きていくためにも智、徳、体のバランス感覚のとれた

児童を育てていきたい」というのが山本校長の目標です。エネル

ギー環境教育を通して、自分の考え方をしっかり発言し、相手の

意見を聞ける子が育っているという実感を得ているそうです。

（注1）資源エネルギー庁では、家庭や地域社会等との連携のもとに多様な実践
に意欲的に取り組んでいく学校を「エネルギー教育実践校」として公募・
選定し、様々な支援活動を行っています。各地のエネルギー教育実践校
の実践例は以下のアドレスでご覧いただけます。

　　　http://www.icee.gr.jp/jissenko_result.html
（注2）資源エネルギー庁では、次世代を担う子どもたちがエネルギーに対する関

心を持ち、正確な知識を基に理解を深められるよう、小学校4～6年生を
対象とした作文コンクールを開催しています。平成21年度入賞作品は以下
のアドレスでご覧いただけます。

　　　http://www.enecho.meti.go.jp/info/event/100315/100315.htm

シリーズ特集　エネルギー環境教育の現場から 1110

エネルギー環境教育の
現場から

国語力も身についている

ディベートまでの準備学習が効果

　地球温暖化をはじめとした環境問題への取り組みが急がれる中、次世代
層に自らのこととして考え、行動してもらうためエネルギー環境教育への
重要性が増しています。
　既にエネルギー環境教育を通して、エネルギーや環境問題への関心を高
めることで、理科や社会科への関心を高めさせることだけでなく、言葉の
表現力を通して国語力の向上に結びついている学校もあります。

　原子力発電四季報では、そうした学校をシリーズで紹介しております。
第5回はエネルギー環境教育の中で、最終的にディベートを行うという前
提で、その前段階で実験や地元電力会社の「出前授業」などの体験学習な
どを積極的に実施し、コミュニケーション能力の向上につなげている北
海道札幌市立百合が原小学校を訪ねました。

山本 孝幸校長
校長インタビュー

札幌市立百合が原小学校を訪ねて

第5回

エネルギー環境教育の
現場から
エネルギー環境教育の
現場から

シ リ ー ズ 特 集

コミュニケーション力を醸成
北海道電力の出前授業

ディベート授業の様子

火力発電モデル実験


